
1

令和３年８月 恵庭市生活環境部廃棄物管理課

 計画の基本的事項                      

1．計画策定の基本的事項 

・平成18年度：一般廃棄物処理基本計画策定 

・平成21年度：計画改定 

・平成27年度：新たな基本計画の策定（中間見直し） 

 前計画から５年経過、焼却施設本稼働などを踏まえ、新たな基本計画を策定する。 

２．計画期間（目標年次） 

   ・令和3年度～令和12年度の10年間 

 ただし、ごみ処理に関する新たな課題や、社会情勢の変化等に対応する必要が生

じた際は、適宜見直しを行う。 

 ごみ処理基本計画                      

１．ごみ処理の現状及び課題 

   ●本市のごみ処理体系 

【ごみ処理体系（令和2年度以降）】 

恵庭市一般廃棄物処理基本計画【概要版】

燃やせるごみ

生 ご み 生ごみ・し尿処理場

残渣 

残渣 焼却施設  

ごみ処理場 燃やせないごみ

粗 大 ご み

可燃性

不燃性 

資 源 物 資 源 化リサイクルセンター

残渣 

下水終末処理場 資 源 化 

乾燥汚泥 下水沈砂 
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●人口、一般廃棄物の排出量、１人１日当たりのごみ排出量の推移

●ごみ処理量とリサイクル率の推移 

●ごみ処理の評価 

ごみ処理状況の類似市町村との比較  ※）資源回収率は,RDF・セメント原料化等を除く値

標準的 
な指標 

①人口１人１日

当たりごみ 

排出量 

(kg/人･日) 

②廃棄物からの

資源回収率※

(t/t) 

③廃棄物のうち

最終処分 

される割合 

(t/t )  

④人口1人当たり

年間処理経費 

(円/人･年) 

⑤最終処分減量

に要する費用

(円/t) 

平  均 0.875 0.184 0.089 14,383 47,183 

最  大 1.336 0.464 0.691 170,037 586,794 

最  小 0.66 0.044 0 0 0 

本   市 0.845 0.362 0.634 9,624 63,005 

指 数 値 103.4 196.7 -512.4 133.1 66.5 

標準偏差 0.127 0.073 0.105 17.385 60.33 

① １人１日当たりのごみ排出量 ： 0.845 kg/人・日で、比較的少ない 

② 廃棄物からの資源回収量率  ： 0.362 t/t で、平均の約２倍と大きい 

③ 最終処分される割合     ： 0.634 t/t で、平均の約7倍と多い 

④ １人当たりの年間処理経費  ：  9,624 円/人・年で、平均の７割程度 

⑤ 最終処分減量に要する費用  ： 63,005 円/t で、平均程度

21,262
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  ●ごみ処理の課題 

（１）ごみの減量化・資源化 

本市の平成30年度における「人口１人１日当たりごみ排出量」は、類似市町村の平

均を下回るものの、更なるごみの発生量の削減に向け、市民、事業者と一体となって

取り組む必要があります。 

また、資源化はある程度の成果を上げているものの、燃やせるごみ・燃やせないご

みへの資源物の混入が少なからず見られることから、適正分別の推進によりさらなる

資源化を進めることができます。 

更には、危険ごみとして排出する廃棄物について、施設及び収集運搬での事故防止

と施設の長寿命化を図るため、適正分別の必要性を一層広めていく必要があります。 

（２）ごみ処理施設・収集運搬

焼却施設の本稼働や焼却施設で発生する余熱の活用の開始により、循環型社会の形

成を目指したごみ処理が一層推進されたところです。 

そのため、これらの施設については計画的な点検、維持補修による長寿命化を図り

ながら安定的な施設運営に努めるとともに、ランニングコストの低減に向けた取り組

みを進めていく必要があります。 

また、焼却施設以外のごみ処理施設や収集については、焼却施設の稼働により変化

したごみ量やごみ質に即した管理運営のあり方について、経済性・効率性の観点から

検討し、ごみ処理体制を維持していくことが必要です。 

（３）ライフスタイルや社会状況の変化 

人口減少や高齢化、核家族化の進行により、今後は高齢者のごみの排出や遺品整理

などの増加が予想されます。 

また、激甚な自然災害が頻発しており、有事において災害廃棄物処理計画を実効性

あるものとするための内容の拡充、周辺自治体等との連携の強化といった課題もあり

ます。 

さらには、新型コロナウイルスの感染拡大はこれまでの経済社会システムを大きく

変化させました。 

このほかにも様々な要因により、ごみの量や性状の変化などが起こりうることから、

社会情勢や経済状況の変化に適切に対応していく必要があります。 
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２．ごみ処理の理念 

本市では市民・事業者・市が協力して「３Ｒ+ Renewable（持続可能な資源）」な

どのごみの減量化・資源化の取り組みを進めるとともに、適正なごみ処理を行ってい

きます。

３．基本方針 

（1）ごみ発生抑制と再使用・再生利用の推進 

 ごみの減量化・資源化のために、「3R＋Renewable」や、「Reduce（減らす）」

につながる「Refuse（必要ないものは断る）」、「Repair（修理して使う）」、

「Rental（借りる）」といった取り組みを促進し、資源循環の推進に努めます。 

（２）適切な施設運営と効率的な収集運搬 

 焼却施設、リサイクルセンターなどのごみ処理施設と戸別収集方式を基本とした収集

運搬体制について、社会情勢に応じた適切な運営をするとともに、エネルギーの有効活

用を図り、再生利用や循環型社会の形成に取り組むこととします。 

（3）社会状況の変化に対応する新たな課題への取組み 

 高齢化問題や大規模災害への備え、脱炭素社会の構築などの新たな課題を解決す

るため、市民・事業者・市が課題を共有し、ライフサイクル全体での資源循環の実

現に取り組むこととします。 

４．ごみの排出抑制・資源化目標 

項 目 
現  況 

(令和元(2019)年度)
中間年次 

(令和7(2025)年度)
目標年次 

(令和12(2030)年度)

1人1日当たりの 

ごみ排出量（g/人・日）
771  769 761 

１人１日当たりの家庭系

ごみ排出量※（g/人・日）

555 

（373） 

539 

（361） 

532 

（352） 

リサイクル率（%） 35.9 37.2 36.9 

※1人1日当たりの家庭系ごみ排出量（ ）内は、生ごみ、資源物、集団資源回収を除く値を示す。 

基本理念 

ごみの発生抑制・適正処理の推進により資源循環のすすむまち 

～みんなでつくる循環型都市えにわ～ 
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５．市民・事業者・市の役割

① 市民の役割  

市民は、これまであった大量消費・廃棄型の生活様式を見直すため、購入・ 

消費・廃棄時において、ごみになる物の受取辞退や物を長く使うことなどに努め、

資源物の分別排出を進める２Ｒを優先した３Ｒを実践し、循環型社会の形成に取り

組むことが期待されます。 

そのため、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって、社会

や経済情勢、地球環境に影響を及ぼしうることなど、自らが循環型社会づくりの 

担い手でもあることを自覚して行動することが必要となります。 

② 事業者の役割  

事業者は、製品製造段階での減量化、過剰包装・容器包装の抑制、リユース容器

の利用・回収促進などによる廃棄物の発生抑制に努めるとともに、製造業者・小売

事業者においては再使用しやすい製品の製造や導入、３Ｒの実践を促す情報発信や

サービスの提供などにより、消費者の循環型社会形成への生活様式定着を進める 

取り組みを推進することが求められます。 

また、これらの事業活動に伴って生ずる廃棄物については、排出者責任の原則に

より適正処理することが必要となります。 

③ 市の役割  

市は、排出されたごみについては可能な限り資源化するとともに、資源化でき

ないものについては適切に処理します。 

そのために、ごみの分別・収集体制については経済性・効率性の観点から適宜

必要な見直しを行い、環境に配慮した安定的なごみ処理体制の維持・運営に努め

ます。 

また、市民及び事業者に対して、ごみの発生抑制・再利用・資源化を推進する

ための意識啓発や、必要な情報の収集・発信を行うとともに、国、道、その他関係

機関と連携・協働のもと、社会情勢に柔軟に対応した新たな施策を立案・実施する

こととします。 
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６．基本方針を踏まえた方策 

（1）ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進 

【ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進】 

No 方策 内容 

１ ごみの減量化・資源化に

係る意識啓発・情報発信

ごみの発生抑制と再使用・再生利用の推進のため、各種紙媒

体、ホームページ及びごみ分別事典等での周知の他、町内会や

市民団体等を対象とした出前講座等を行い、ごみの減量や分別

などに関する啓発を行います。 

このほかにも、不適正な分別による異物混入の防止のため、

ごみ処理施設に関することなど、ごみ処理全般に係る情報発信

を行います。 

２ 適切なごみ処理手数料の

設定 

「負担の公平性の確保」、「ごみの減量化」、「資源化の促進」

等の観点から、適切なごみ処理手数料を検証し、必要に応じた

見直しを行います。 

３ 資源化の促進に向けた取

り組み 

生ごみや資源物の分別収集・小型家電の回収などにより、可

能な限り資源化を実施します。さらに、資源物の民間回収拠点

等の情報提供も行い、官民協働での資源化の取り組みを進めま

す。 

また、集団資源回収登録団体への奨励金の交付や資源化に関

する情報提供を通じ、集団資源回収の更なる活性化を図るとと

もに、地域の実情に応じた資源化の促進に努めます。 

４ 地域・事業者との連携 町内会、環境美化等推進員、集合住宅オーナー及び管理会社

と連携し、不法投棄・不適正排出対策に努めます。 

特に集合住宅については、不適正ごみの排出抑制のため、優

良保管場所認定制度において、ステーションの適正管理の推進

を支援しています。 

また、事業者の製造・流通・販売段階での過剰包装削減等の取

り組みを促進していきます。 

５ 分別意識向上のための

SNS等の活用 

簡単に適正分別に取り組め、分別意識を向上することができ

るよう、SNSやアプリ等を活用した家庭ごみの分別周知のほ

か、ごみ検索サイトの普及等を促進していきます。 

（2）適切な施設運営と効率的な収集運搬 

【適切な施設運営と効率的な収集運搬】 

No 方策 内容 

1 焼却施設の適切な運営  循環型ごみ処理システムの安定的な運営のため、環境負荷の

低減と、エネルギーの有効利用による安全かつ経済的な運転管

理を行います。 
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２ 焼却施設の余熱・ 

エネルギーの活用等 

焼却施設で発生する余熱を蒸気として回収し、施設内の暖

房・給湯・電力に利用するほか、隣接する生ごみ・し尿処理

場、下水終末処理場に熱エネルギーとして供給し、汚泥乾燥・

消化槽加温・暖房として活用します。 

また、生ごみ（家庭系・事業系）については、生ごみ・し尿

処理場において破砕分別後、下水終末処理場へ圧送し、施設内

でバイオガスを生成し売電します。 

３ 安定的で経済性・効率性

を考慮したごみ処理施設

の維持管理手法の検討 

焼却施設稼動後のごみの量やごみ質を分析し、施設負荷の軽

減や、経済性・効率性を考慮した維持管理手法を検討します。

４ 経済的・効率的な分別や

収集運搬体制の検討 

ごみ処理施設の維持管理手法の検討と併せて、分別や収集ル

ートの収集運搬体制について検討します。 

５ 粗大ごみのオンライン化

の検討 

国のデジタルガバメント実行計画※において、「処理件数が

多く」、「住民等の利便性向上」や「業務の効率化」効果が高

いと考えられる、地方公共団体が優先的にオンライン化を推進

すべき手続の例として挙げられていることから、今後導入の検

討をします。 

※デジタルガバメント実行計画：データ環境の整備や行政手

続きのオンライン化などを実現するために制定された施策。 

（３）社会状況の変化に対応する新たな課題への取組み 

【社会状況の変化に対応する新たな課題への取組み】 

No 方策 内容 

１ 少子高齢化社会への対応  高齢者や単身者のごみ出し支援や、大量の遺品の適正処理

が困難なケースへの対応などを検討していきます。 

２ 災害廃棄物処理計画の 

継続的な見直し 

 国の「災害廃棄物対策指針」等に基づき、適切な見直しを

継続的に行い、発災時に迅速な対応を行えるよう、平時から

災害に備えた準備や体制の構築等に努めます。 

３ 食品ロスの削減  食品ロスを削減するために食品を買いすぎない、自宅や飲

食店における食べ切りの実践等、市民・事業者等と連携しな

がら取り組んでいきます。 

４ プラスチック資源循環

への対応 

 化石燃料由来のプラスチック製品からの転換や、リサイクル

システムの新たな取り組みなど、国の動向を注視しつつ、経済

性・効率性の観点を考慮した検討を行い、地域の実情に応じた

対応を実施します。 

５ 今後懸念される様々な

課題への対応 

持続可能な社会を目指した国際協調の取組みが進められてい

ることを踏まえ、国、道、その他関係機関と連携・協働のも

と、社会情勢に柔軟に対応した新たな施策の立案・実施に取り

組んでいきます。 

また、自らも事業者として、グリーン購入などの取り組みを

実行するなど、地方公共団体に期待される役割を果たしていき

ます。 
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７．中間処理及び最終処分の計画 

【中間処理の方法】

ごみの種別 処理方法 中間処理施設 

燃やせるごみ 焼却 焼却施設 

生ごみ 破砕分別 生ごみ・し尿処理場 

危険ごみ 選別 ごみ処理場(最終処分場)

粗大ごみ
可燃性 破砕 焼却 焼却施設 

不燃性 破砕磁選 ごみ処理場(最終処分場)

資源物 選別 圧縮梱包 コンテナ積替 リサイクルセンター 

【中間処理施設に係るごみ処理量の見通し】    （単位：t） 

施 設 名 
令和元年度
（2019） 

令和7年度
（2025）

令和12年度
（2030）

リサイクルセンター 2,408 2,302 2,284 

生ごみ・し尿処理場 3,595 3,882 3,907 

焼却施設 
一般廃棄物 4,280 12,428 12,225 
産業廃棄物 ０ 1,690 1,690 

小 計 4,280 14,117 13,914 

中間処理計  

一般廃棄物  10,284 18,611 18,416 

産業廃棄物  0 1,690 1,690 

合  計  10,284 20,301 20,106 

注）小数点以下は非表示としているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 

【最終処分量の見通し】      （単位：t） 

種 別
令和元年度
（2019） 

令和7年度
（2025） 

令和12年度
（2030） 

直接搬入 一般廃棄物 7,617 1,136 1,064
産業廃棄物 5,276 1,285 1,285 

小 計 12,893 2,420 2,349

中間処理残渣 一般廃棄物 1,194 1,887 1,850
産業廃棄物 0 610 601

小 計 1,194 2,497 2,451 

最終処分計 一般廃棄物 8,811 3,023 2,914
産業廃棄物 5,276 1,894 1,885

小 計 14,087 4,917 4,800

注）小数点以下を四捨五入して表記しているため、合計の数字と内訳の計が一致しないことがある。 
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基本方針１    公共下水道事業の推進 

  持続可能な下水道サービスを提供するため恵庭市下水事業経営戦略の経営

 方針に基づき 経営基盤の強化 ストックマネジメントに基づく老朽

化対策 地震対策 等を行います。 

基本方針2     合併処理浄化槽整備の推進 

   公共下水道処理区域外では、合併処理浄化槽の普及促進を図ります。

基本方針３  し尿・浄化槽汚泥の資源化及び適正処理 

  し尿・浄化槽汚泥は、生ごみとともに生ごみ・し尿処理場にて前処理を行い

  下水終末処理場にて地域バイオマスとして下水汚泥と混合し、 

 「バイオガス化」及び「排出汚泥の肥料化や熱回収資源化等」により有効利用

を図ります。

 生活排水処理基本計画                    

1．生活排水処理に係る基本的理念 

2．生活排水処理の基本方針 

３．生活排水の処理体系 

【生活排水の処理体系】 

基本理念

守ろう恵庭の豊かな水環境 ～生活排水の処理率向上をめざして～ 
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４．生活排水の処理の計画

（１）生活排水の処理の計画 

【し尿・浄化槽汚泥に係る計画処理量】

（２）公共下水道 

恵庭市公共下水道事業計画に基づき整備。今後は行政人口の減少に伴い、公共下水

道処理区域内人口も減少する見込みであるが、水洗化率は維持できる見込み。

（３）合併処理浄化槽 

公共下水道処理区域外では、合併処理浄化槽の設置を毎年５基の計画で進める。

５．し尿・浄化槽汚泥の処理計画

（１）収集運搬計画 

・収集運搬計画に関する取組み 

生活圏から発生するし尿・浄化槽汚泥を迅速かつ衛生的に処理するため、収集

運搬体制の効率化・円滑化を図るとともに、収集運搬業者への指導を徹底し、快

適で安全な生活環境を保全します。 

（２）中間処理計画 

・中間処理計画に関する取組み・方法 

計画処理量に十分対応できる「し尿処理施設」において、前処理するものとし

ます。 

下水終末処理場では地域バイオマスとして受け入れ、生ごみとともに下水汚泥

を混合処理することでより多くのバイオガスを発生させ発電を行います。 

また、焼却施設の排熱を利用する汚泥乾燥施設を運用し、汚泥重量の減量を図

ります。 

H31/R1(2019) R7(2025) R12(2030)

行政人口 人 69,900 69,825 68,851

公共下水道処理区域内人口 人 68,205 68,149 67,199

公共下水道水洗化人口 人 68,063 68,013 67,065

処理区域外人口 人 1,695 1,676 1,652

区域外合併処理浄化槽人口 人 992 1,078 1,158

区域内合併処理浄化槽人口 人 3 3 3

し尿人口 人 699 588 482

下水道処理人口普及率 ％ 97.6 97.6 97.6

下水道水洗化率 ％ 99.8 99.8 99.8

合併処理浄化槽普及率 ％ 58.5 64.3 70.1

生活排水処理率 ％ 98.8 99.0 99.1

区分
生活排水処理目標
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（３）最終処分計画及び資源化有効利用計画 

・最終処分に関する目標 

焼却後の乾燥汚泥は焼却灰として埋立処理し、乾燥汚泥以外の汚泥は、肥料及

びセメント原料として資源化します。  
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